
「管理監督者」と呼ばれる人とは 

 労働基準法では、業種にかかわらず監督

もしくは管理の地位にある者は、労働時間、

休憩及び休日に関する規定は適用しないと

しています。これが「管理監督者」と言われ

る人です。これに該当する人は法定の労働

時間を超えて働いても時間外労働の割増賃

金を支払う必要がなく、法定休日に働いて

も休日労働の割増賃金を支払う必要はない

とされています。 

 管理監督者に該当する人も健康を害する

ような働き方をさせるのは問題で、深夜時

間（午後10時から午前5時まで）に労働さ

せた場合、深夜割増賃金は支払う必要があ

ります。また、管理監督者であっても年次

有給休暇を与える必要があります。 

管理職だから管理監督者とは限らない 

 会社で○○長は管理職と位置付けていた

としてもその会社の管理職であり、労働基

準法の管理監督者であるとは限りません。 

 管理監督者は役職名でなく、その職務内

容、責任と権限、勤務態様など実態によっ

て判断されます。 

 労働基準法の管理監督者に当てはまるか、

大きく3つの判断基準があります。 

 

3つの判断基準 

①労働時間、休憩、休日などに関する規制

の枠を超えて活動せざるを得ない重要な職

務内容、重要な責任と権限を有する 

②現実の勤務態様も労働時間などの規制に

なじまないようなものである 

③賃金などについてその地位にふさわしい

待遇である 

管理監督者性の否定要素は人事権です。

採用、解雇、人事考課、勤務割表作成、時間

外労働の命令などの責任や権限が実質的に

ない場合は管理監督者と言えません。 

次に勤務で遅刻早退などの減給や、人員

不足の際の穴埋めで長時間労働をさせられ

ているとき。労働時間の規制を受ける部下

と同様の勤務態様が大半なとき。 

また、賃金待遇に役職手当などの優遇措

置があっても、実際の労働時間を勘案して

割増賃金以上になるのか、時間単価でアル

バイト等と変わらない状況では問題です。 

管理職手当が固定残業代という場合では、

就業規則にその旨と何時間分なのかを規定

することが必要です。 
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管理監督者の 

働き方について 

店長ですが採用権は

ないしアルバイトと

一緒に残業もしてい

ます。管理監督職に

なるでしょうか 
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